仕　　　様　　　書

１．　件名
一時預かり事業オンライン予約システム導入・運用保守業務委託仕様書

２．　目的
本事業は、本市の一時預かり事業における手続きのデジタル化及びオンライン化を図ることで、子育て世代の申請負担軽減と利便性の向上を実現するとともに、紙や電話対応を中心としたアナログな事務作業を省力化し、保育現場及び行政における業務効率化と平準化を図ることを目的とする。
さらに、システムを通じて蓄積される利用動向データの分析・活用により、潜在的な保育ニーズの正確な把握や、孤立家庭への早期支援といったセーフティネットの強化につなげ、本市における子育て支援体制のさらなる充実を図るものである。

３．　委託期間
契約締結日の翌日から令和９年３月３１日まで

４．　履行場所
（1） 桑陽保育所（レモンルーム）
（2） 長島中部保育所（いちごルーム）
（3） 深谷保育所
（4） 厚生館別館保育所
（5） 桑名市地域子育て支援センター「にこにこ」
（6） 桑名たいりん保育園
（7） 耕逸山たどこども園
（8） ゆい保育園
（9） くわなメディアライヴ（プレイルーム）

５．　支払い方法
各業務の履行終了後、受託者の請求に基づき支払う。

６．　業務委託内容
（１）　別紙「機能要件一覧」に掲げるすべての機能を必須要件とし、一時預かり事業オンライン予約システムを導入すること。
（２）　本稼働前に市職員及び施設職員へ操作研修を行うこと。
（３）　各種マニュアルを作成すること。
（４）　サービス稼働率は、サービスを利用可能な時間のうち、実際に利用可能な時間の９９％以上とすること。
（５）　インターネットのクラウドサービスの利用を前提とすること。 
（６）　システムの導入及び運用保守は、受託者において実施すること。
（７）　ウェブサイト対応OSとウェブブラウザは以下のとおりとし、いずれからでもすべての機能が正常に動作すること。 
OS：Windows11 Pro（32bit版/64bit版）以上、macOS、iOS、ChromeOS、Android
（次期バーションにも適宜対応すること） 
ブラウザ：Microsoft Edge、Safari、Google Chrom 
（８）　個人情報は運用時の利用端末側に保持せず、クラウド側にて保持すること。ただし、システムから帳票類等を利用端末にダウンロードした場合はこの限りではない。
（９）　データを管理するクラウド（AWS等）は、国等の公的機関が認証したISMAP、 LGWAN-ASP等のサービスを利用すること。

７．　導入スケジュール
令和８年１１月上旬　契約締結及びキックオフミーティング
令和８年１１月下旬　操作研修
令和８年１２月中旬　アカウント発行開始
令和９年１月１日　　 利用者のシステム予約開始

８．　納品物
（１） 成果物一覧
納品すべき成果物は以下のとおりとする。
1 プロジェクト計画書　
2 操作マニュアル　
3 研修計画書
4 議事録(随時)
5 システム運用月次報告書(運用後翌月１０日まで)

（２） 納品場所
桑名市役所　子ども未来部　幼保支援課　施設連携・支援係

（３） 納品媒体
電子ファイル(Microsoft社製Microsoft365で利用可能なファイル形式及びPDFファイル)で保存した電子媒体で納入する。

（４） 納期
「８（1）①プロジェクト計画書」については、１１月末までに提出すること。また、「８（1）②操作マニュアル及び③研修計画書」については、操作研修日までに提出すること。


９．　保守業務
（１） アプリケーション保守
①　法改正及び機能改善に伴うアプリケーションのバージョンアップ、リビジョンアップ及び不具合に対する修正パッチあるいは修正モジュール等の適用をすること。
バージョンアップは年数回程度、リビジョンアップ及び不具合に対する修正パッチあるいは修正モジュールは随時適用すること。
② 法令改正等の制度変更に伴う機能変更、機能追加、様式変更等を行うこと。ただし、本市独自の条例又は制度等の改正による場合は、本市と別途協議の上、本契約の対象とするかを決定する。また、大規模な法令改正等により、修正、改修が必要となる場合については、本市と別途協議の上、本契約の対象とするかを決定する。
③ その他軽微な修正について対応すること。

（２） ミドルウェア等保守
① ミドルウェア等の最新のバージョンアップ、リビョンアップ及び不具合に対する修正パッチあるいは修正モジュール等の適用を行うこと。
② ミドルウェア等の製造元が製造元固有の保守制度を有する場合、当該保守業者等の保守制　度に基づいて、対象製品の保守を行う。

（３） 保守運用
① アプリケーション及びミドルウェア等のバージョンアップ、リビョンアップ及び不具合に対する修正パッチあるいは修正モジュール等を本システムに適用すること。ただし、これにより、システムの動作に支障が生じる場合については、本市と別途協議の上、適用を行うか否かを決定するものとする。
② アプリケーション及びミドルウェア等のバージョンアップ等により、システムの構成に変更が生じる場合は、システムのバックアップを取得し、保存すること。

（４） 予防保守
アプリケーション及びミドルウェア等の不具合が発見又は予見された場合は、当該不具合に関する情報を提供するとともに不具合を回避する措置を講じること。

（５） 障害対応
①　システム障害時の一次対応
システム障害発生時の一次対応窓口として、原因の特定及びハードウェア、アプリケーション、ミドルウェア等の原因箇所の切り分けを行うこと。障害への対応方針について本市に速やかに報告すること。
② 原因箇所がアプリケーション又はミドルウェア等であった場合の対応
速やかに原因箇所の修正を行い、システム復旧作業及びバックアップデータからの現状復旧作業を行うこと。
③ 原因箇所がハードウェアであった場合の対応
ハードウェア保守業者が対応を行うが、当該保守業者と調整を行い、円滑なシステム復旧を実現すること。
④　その他事項
障害対応要員の常駐は要しないが、障害発生時の連絡受付窓口は、平日の９時から１７時まで常時受付可能とすること。また、対応は当日に行うものとする。ただし、障害受付が１７時以降の場合は、原則として翌営業日の対応とする。
システム停止等により業務に著しい支障が生じる等、緊急の必要性が認められる場合におい　ては、上記の時間外においても、連絡の受付及び対応を行うこと。

（６） 障害に伴うシステム停止
①　障害に伴うシステム停止は、年５回以内、年間の合計停止時間は、５時間以内とすること。
②　当該停止回数又は停止時間を超えた場合については、停止原因の分析とこれに対する改善策についてまとめたシステム稼働改善報告書を提出し、当該報告書に基づく対策を早急に講じること。

（７）　障害からの復旧時間
障害発生時は、障害発生から１時間以内に報告を行い、２時間以内に一時対応を実施する。また、障害発生から４時間以内の復旧完了を目標とする。

（８）　事業継続
①　本市が想定する事業継続に関わるリスク
・地震、火災、風水害等、攻撃等による直接的な情報システムの損壊
・本市施設周辺のライフライン（電力、通信、交通等）の機能不全

②　リスク発生時の対応
・システム運用をバックアップセンターへ切り替え、システムの復旧作業を行い、縮退運用による業務の継続が行えること。
・リスク発生時から３日後通常業務が可能な状態にできること
・リスク発生時から７日後システム処理能力を１００％まで復旧が行えること。

（９）　問合せ対応
①　施設及び本市担当課から問い合わせに対応する事業者向けのヘルプデスクを設置すること。
②　電話による問い合わせは９時から１７時まで受付すること。(土日・祝日・年末年始を除く)。受付が１７時以降の場合は、原則として翌営業日の対応とする。
③　電子メールによる問い合わせは、２４時間受付することとし、土日・祝日・年末年始を除く９時から１７時までに問い合わせを受け付けた場合、即日一次回答とし、翌日持ち越しの場合は、日時経過報告を行うこと。ただし、問い合わせ受付土日・祝日・年末年始及び１７時以降の場合は、原則として翌営業日の対応とする。

（１０）　例外事項
次に掲げる事由により保守を行う場合は、本市が別途費用を負担するものとする。
①　本市の故意又は重大な過失に起因する障害
②　本市が受託者の指定していない機器又は消耗品を使用することによって生じた障害
③　受託者ではない者によるアプリケーションの改造、加工に起因する障害
④　天変地異の本市・受託者いずれの責にも帰することのできない原因により生じた障害

１０．　運用支援
（１）　システムの運用監視
①　システムの状態監視、起動監視、異常監視、連携監視及び実行中ジョブの監視を常時行うこ　と。
②　障害時の異常があった場合には、本市に速やかに報告すること。

（２）　バックアップの取得
日次でフルバックアップを取得し、取得したバックアップデータは最新４世代分を保持する運用とする。

（３）　不正プログラム対策
①　不正プログラム対策ソフトウェアを有効な状態に保つこと。
②　不正プログラム対策ソフトウェアの定義ファイルの更新を行うこと。

（４）　情報の提供
本システムに関する最新の情報を提供すること。

（５）　運用方法のコンサルテーション
システムの運用方法及び改善点等の情報提供を行うこと。

（６）　システム運用月次報告書
毎月、前月分のシステム運用月次報告書を本市に報告すること。本報告については、電子ファイルの形式で提出すること。
以下に報告内容を示すが、詳細な内容については受託者及び委託者との協議により決定する。
①　SLA報告
②　システム運用報告

（７）　職員研修、マニュアルの整備
市職員及び各施設職員が、システムの機能を理解し、操作及び管理方法等を習得するため、システムの運用開始時期に合わせて操作研修を実施すること。 
①　研修の実施 
・操作研修は、実際に職員がシステムを使用する形式で行うこと。 
・オンライン説明会でも可とする。
・操作研修会の日程は、委託者と協議の上、決定すること。
・それぞれの操作に応じたマニュアルデータを整備すること。

②　研修計画書の作成 
受託者は、研修計画書を作成し、事前に本市の承認を得るとともに、遅滞のないよう管理すること。

１１．　作業体制
（１）　受託者は、本作業を履行できる体制を設けるとともに、作業に先立ち以下の事項について記載した作業体制図を提出し、本市の了承を得ること。

①　受託者側の体制
②　受託者側の責任者
③　主任担当者

（２）　緊急時の体制についても本作業を履行できる体制を設けるとともに、（１）に規定する事項について記載した緊急時体制図を提出し、本市の了承を得ること。

（３）　受託者は、本作業の履行が確実に行われるよう、本作業の全期間に渡って、必要となるスキル、経験を有した要員の確保を保証すること。

１２．　変更の適用
（１）　バージョンアップ、修正等のシステムの変更の適用にあたり、変更内容や実施日時等について事前に報告し、承諾を得ること。
（２）　システムの本番環境への適用を行う前に、本番環境と同等の環境において同様の変更を行い、正常に動作することを確認すること。
（３）　変更の完了時に、実施結果及び稼働状況について、速やかに本市へ報告すること。

１３．　データ移行
別システムへ移行となった場合は、必要とする資産（手続様式やデータベース等）についての情報を無償で提供し、移行作業に協力すること。

（１）　対象データ
①　利用者情報
各施設が保有する利用者の情報
・項目は保護者氏名、児童名、住所等の個人情報。本予約システムの利用者情報の登録形式による。
・想定件数：約５００件

②　施設情報
各施設の基本情報
・項目は施設名、開所時間、URL、写真などの基本情報。本予約システムの利用者情報の登録形式による。


（２）　移行支援
市職員がデータ移行作業を行うにあたり、移行作業が円滑に行えるよう支援すること。（例：職員が移行作業を行う際のマニュアル作成や問い合わせ対応を行う等）

１４．　納入
（１）　納品物及び納品期限
①　運用月次報告書　PDF等電子データ１部（納期：翌月１０日　※閉庁日を除く）
②　請求書

（２）　納入方法
運用月次報告書について、PDF等電子データ１部（納期　翌月１０日　※閉庁日を除く）
請求書について、PDF等電子データ１部

（３）　納入場所
〒511-8601　三重県桑名市中央町二丁目３７番地
桑名市役所　子ども未来部　幼保支援課　施設連携・支援係
TEL　0594-26-1513
E-mail　hoikushienm@city.kuwana.lg.jp

１５．　情報セキュリティ対策
（１）　利用者機能に認証機能を持ち、申請等の情報を送受信する際にはSSL/ TLS暗号化通信を行い、システム上の機密情報（ID・パスワード等）を含め暗号化した運用を行うこと。
（２）　管理者機能を使用する際は、IDとパスワードで個人認証を行い、それらが漏えいしても、未登録のPCからの管理者機能を利用できない構造（IPアドレスによる制御等）として運用を行うこととする。
（３）　システムのセキュリティ対策及び障害対策のための情報提供及び修正モジュール等の適用を無償で行うこと。
（４）　システムには、十分な個人情報保護対策及び情報セキュリティ対策を行うこと。
（５）　利用者の個人情報を蓄積するデータベース部分は、他の契約者と共有せず、論理的に独立性を保持すること。
（６）　ファイアウォール、ウイルス対策ソフト、ソフトウェア脆弱性対策等、外部からの攻撃に対するセキ　ュリティ対策が施されていること。
（７）　ネットワーク構成等の外部からの攻撃目標となり得る情報が漏れないよう対策を取ること。
（８）　本市の承認なしに、利用者情報のデータにアクセスしないこと。
（９）　利用者のアクセスログの開示ができること。
（１０）　システムを構成するサーバーやデータセンターは、日本国内に所在するか、又は日本の法令の適用範囲内で運用可能であること。
（１１）　提供事業者は、ISMS認証を取得しているレンタルサーバー又はISMAP（政府情報システムのためのセキュリティ評価制度）に登録されているクラウドサービス等を選定すること。

１６．　検収方法
１４.（１）の納品物及び納品期限にある納入物を検査する。
検査において指摘があった場合には、本市の指示に従い、適切な処置を施す。

１７．　契約不適合責任
（１）　検収完了後、納入物について本仕様書に明確に規定していない事項で、通常の検査では想定できない又は発見できないような不適合（バグも含む。以下「契約不適合」という。）が発見された場合、本市は受託者に対して当該契約不適合の修正等の履行の追完（以下「追完」という。）を請求することができ、受託者は、当該追完を追うものとする。
（２）　前項の規定にかかわらず、契約不適合が重要でない場合において、その追完に過分の費用を要するときは、この限りではない。

１８．　再委託の取り扱い
再委託は原則として禁止する。ただし、事前に再委託先の法人名（又は商号）、代表者名、住所、連絡先、会社概要、再委託する業務内容を明記した書類を提出し、本市の承認を得た場合は一部再委託することができることとする。この場合、受託者は、再委託先に本契約内容を遵守させ、再委託業務の管理監督業務を負うものとする。

１９．　その他
（１）　次に掲げる認定を受けていること。
①　プライバシーマークの付与認定を受けていること。
②　ISO/IEC27001の付与認定を受けていること。
（２）　本仕様書は、主要事項を記述したものであり、明記されていない事項についても、本事業の目的
を達成するために当然備える事項については、完備しているものとする。
（３）　仕様書に記載のない事項又は疑義が生じたときは、本市と協議の上、決定するものとする。
（４）　本契約に関し情報漏えい等の事故が発生した場合は、本市はその内容に応じて公表を行うことができる。また、受託者は、公表にあたって必要な情報提供等を行うこと。
（５）　本契約の履行に当たり、個人情報の保護に関する法律を遵守すること。
（６）　受託者は、民法、著作権法、不正アクセス行為の禁止等に関する法令等の関係法令を遵守すること。
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